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Ⅰ 香春町の財務書類の公表について 

１ 地方公会計制度とは 

 国、地方公共団体の会計制度は、予算の適正・確実な執行を図るという観点から、これまで現金
収支に着目した単式簿記が採用されてきました。しかし、単式簿記では発生主義の複式簿記と比較
すると資産や負債などの状況を把握できないこと、減価償却や引当金といった会計手続きの概念が
ないといった欠点があります。 

 このような状況の中、国では財政の透明性を高め、説明責任をより適切に果たす観点から、平成
１８年６月「簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進に関する法律」を契機に、総務
省から地方公会計制度の指針が示され、財務書類の作成が求められました。 

 さらに平成２６年度に総務省から「統一的な基準」が示され、すべての地方公共団体は平成２９
年度末までにこの基準に準拠した財務書類の作成が必要になりました。 

 

 

２ 香春町の取り組み 

 香春町では平成２９年度末までに「統一的な基準」に準拠した財務書類の作成のため、平成２７
年度決算から、固定資産台帳の整備を行いました。このことから資産や負債の把握が可能となり、
平成２８年度決算から、「統一的な基準」に準拠した財務書類に着手しました。通常の決算書とは
別の視点で香春町の財務状況がどのようなものであるかを判断できるひとつの材料になるものと考
えています。 

 

 

３ 作成基準日 

 財務書類の作成基準日は、会計年度の最終日である令和２年３月３１日を基準日として作成して
います。ただし、地方公共団体の会計処理では翌年度４月１日から５月３１日までの出納整理期間
がありますので、その収支については基準日までに収入及び支出があったものとして取り扱いま
す。 
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４ 連結の目的と範囲 

 市町村とその関連団体を連結してひとつの行政サービス実施主体としてとらえ、公的資金等によ
って形成された資産の状況、その財源とされた負債・純資産の状況さらには行政サービス提供に要
したコストや資金収支の状況などを総合的に明らかにすることが連結財務書類の目的です。また、
連結の範囲は以下の表のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

一般会計等 
特別会計 

一部事務組合等 

連 結 会 計 

〇一般会計 
〇住宅改修資金特別会計 

〇住宅改修資金貸付事業特別会計 
〇国民健康保険事業特別会計 
〇後期高齢者医療特別会計 
〇生活排水処理事業特別会計 
〇水道事業 
〇工業用水道事業 

〇田川地区消防組合 〇田川地区斎場組合 〇東部環境衛生施設組合 
〇後期高齢者医療広域連合 〇介護保険広域連合 〇自治振興組合  
〇市町村消防団員等公務災害補償組合 〇自治会館管理組合  
〇市町村退職組合 〇道の駅 〇たがわ情報不動産センター 等 

全体会計 
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Ⅱ 香春町の財務書類について 

１ 貸借対照表（令和２年３月３１日現在） 

 地方公共団体の決算ではどのような収入があり、何に支出したかという単年度の収支状況は把握
できますが、どれだけ資産や負債があるかは把握することは困難です。貸借対照表では基準日現在
でどれだけ資産や負債があるのかを把握することが可能です。 

 左側の資産の部では保有する資産の内容や額が記載されます。右側の負債及び純資産は資産を形
成するためにどのような財源措置をしたかを知ることができます。 

 負債は今後負担すべき債務であり、将来世代に対しての負担ととらえることができ、純資産は資
産形成にあたり国や県から受けた補助金や地方税などの総額で今後負担する必要のない資産です。 

 

２ 行政コスト計算書（平成３１年４月１日から令和２年３月３１日） 

 １年間の行政運営コストのうち、福祉サービスやごみの収集にかかる経費など、資産形成につな
がらない行政サービスに要したコストを人件費、物件費等、その他の業務費用、移転費用に区分し
て、記載するとともに、これらの行政サービスに対する財源として、使用料・手数料などの経常収
益を記載しています。また、災害復旧費などの臨時損失と資産売却などによる臨時利益を併せて記
載しています。 

 

３ 純資産変動計算書（平成３１年４月１日から令和２年３月３１日） 

 純資産変動計算書は、貸借対照表の純資産（過去の世代や国・県が負担した将来返済しなくてよ
い財産）が、１年間でどのような要因で増減したかを表すもので、本年度末純資産残高は貸借対照
表の純資産合計と一致します。行政コスト計算書には計上されない、税収国県支出金等が本表の財
源の調達欄に計上されます。また、純行政コストの額が、行政コスト計算書の純行政コストをまか
なうもので金額は一致します。 

 

４ 資金収支計算書（平成３１年４月１日から令和２年３月３１日） 

 資金収支計算書は、１年間の資金の増減を経常的収支・資本的収支・財務的収支の３区分に分
け、どのような活動に資金が必要であったかを表しています。また、本年度末現金預金残高は、貸
借対照表の金融資産の資金の金額と一致します。 

 経常的収支は、日常の行政サービスを行ううえでの収入と支出を表しています。資本的収支は、
資産形成に関する収入と支出を言います。財務的支出とは地方債等の借入や償還に関する支出を言
います。 
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５ 財務書類の相互関係 

 財務書類は、総務省方式改訂モデルと基準モデルと同様に４つの財務書類で構成されています。
それぞれのイメージは以下のとおりとなります。 

  

資産 

負債 

 

経常経費  前年度末残高 

 

業務活動収支 

経常収益 純行政コスト 投資活動収支 

臨時損失 財源 財務活動収支 

臨時利益 
固定資産等の

変動 
前年度末残高 

純資産 純行政コスト 本年度末残高 本年度末残高 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

貸借対照表 行政コスト計算書 純資産変動計算書 資金収支計算書 

-4-



Ⅲ 香春町の財務書類について（一般会計等対象） 

１ 将来の世代に残る資産はどのくらいか 

〇住民１人当たり資産額（貸借対照表を用います） 

資産総額÷人口（H27 国勢調査人口） 

16,970,209 千円÷10,861 人＝1,562千円（前年比△93千円） 

 

〇資産老朽化比率（貸借対照表を用います） 

減価償却累計額÷（有形固定資産総額－土地）×100 

12,528,274 千円÷（24,537,772 千円－7,053,618千円）×100＝71.7％（前年比+1.7％） 

償却資産の取得価格等に対する減価償却累計額の割合を示すもの。資産の減価償却がどの程
度進んでいるかを表す指標。公共施設の老朽化が進んでおり、かなり高い数値となっていま
す。町営住宅の老朽化が影響していています。 

 

２ 将来の世代に残る資産はどのくらいか 

〇純資産比率（貸借対照表を用います） 

純資産÷総資産×100 

11,757,666 千円÷16,970,209 千円×100＝69.3％（前年比△2.3％） 

企業会計の自己資本比率に相当し、資産のうち償還義務のない純資産がどれくらいの割合か
を表します。この比率が高いほど負債（将来世代の負担）の割合が少ないことになります
が、現在世代と将来世代との負担のバランスを取ることも必要になります。 

 

〇将来世代負担比率（貸借対照表を用います） 

地方債（１年以内も含む）÷有形固定資産×100 

4,512,741千円÷12,009,498 千円×100＝37.6％（前年比＋5.1％） 

社会資本形成の結果を表す公共資産のうち、純資産又は負債による割合を見ることにより、
これまでの世代（過去及び現世代）又は今後の世代によって負担する割合を見ることができ
ます。 
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３ 財政に持続可能性があるか（どのくらい借金があるか） 

〇住民一人当たり負債額（貸借対照表を用います） 

負債総額÷人口（H27 国勢調査人口） 

5,212,543千円÷10,861人＝480 千円（前年比＋10 千円） 
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【資産の部】                  － 【負債の部】                  －

　固定資産          15,237,765 　固定負債           4,804,095

　　有形固定資産          12,009,498 　　地方債           4,176,295

　　　事業用資産          10,957,343 　　長期未払金                  －

　　　　土地           6,779,333 　　退職手当引当金                  －

　　　　立木竹                  － 　　損失補償等引当金                  －

　　　　建物          11,944,449 　　その他             627,799

　　　　建物減価償却累計額         △7,996,548 　流動負債             408,448

　　　　工作物                  － 　　1年内償還予定地方債             336,446

　　　　工作物減価償却累計額                  － 　　未払金                  －

　　　　船舶                  － 　　未払費用                  －

　　　　船舶減価償却累計額                  － 　　前受金                  －

　　　　浮標等                  － 　　前受収益                  －

　　　　浮標等減価償却累計額                  － 　　賞与等引当金              69,275

　　　　航空機                  － 　　預り金               2,727

　　　　航空機減価償却累計額                  － 　　その他                  －

　　　　その他           1,479,907 負債合計           5,212,543

　　　　その他減価償却累計額         △1,249,798 【純資産の部】                  －

　　　　建設仮勘定                  － 　固定資産等形成分          16,540,157

　　　インフラ資産           1,001,827 　余剰分（不足分）         △4,782,491

　　　　土地             274,285

　　　　建物                  －

　　　　建物減価償却累計額                  －

　　　　工作物           3,311,109

　　　　工作物減価償却累計額         △2,583,566

　　　　その他                  －

　　　　その他減価償却累計額                  －

　　　　建設仮勘定                  －

　　　物品             748,690

　　　物品減価償却累計額           △698,362

　　無形固定資産               4,073

　　　ソフトウェア               4,073

　　　その他                  －

　　投資その他の資産           3,224,194

　　　投資及び出資金             654,230

　　　　有価証券                  －

　　　　出資金             651,760

　　　　その他               2,470

　　　投資損失引当金                  －

　　　長期延滞債権              29,909

　　　長期貸付金           △180,176

　　　基金           2,722,304

（単位：千円）

科目 金額

一般会計等貸借対照表
（令和2年03月31日 現在）

一般会計等

科目 金額
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　　　　減債基金             423,167

　　　　その他           2,299,137

　　　その他                  －

　　　徴収不能引当金             △2,073

　流動資産           1,732,444

　　現金預金             415,903

　　未収金              14,150

　　短期貸付金               2,297

　　基金           1,300,095

　　　財政調整基金           1,160,492

　　　減債基金             139,603

　　棚卸資産                  －

　　その他                  －

　　徴収不能引当金                  － 純資産合計          11,757,666

資産合計          16,970,209 負債及び純資産合計          16,970,209

（単位：千円）

科目 金額

一般会計等貸借対照表
（令和2年03月31日 現在）

一般会計等

科目 金額

-8-



経常費用                      5,493,681

　業務費用                      3,558,042

　　人件費                      1,055,828

　　　職員給与費                        911,906

　　　賞与等引当金繰入額                         69,275

　　　退職手当引当金繰入額                             －

　　　その他                         74,647

　　物件費等                      2,406,581

　　　物件費                      1,283,515

　　　維持補修費                        715,673

　　　減価償却費                        407,393

　　　その他                             －

　　その他の業務費用                         95,633

　　　支払利息                         34,067

　　　徴収不能引当金繰入額                          2,073

　　　その他                         59,493

　移転費用                      1,935,639

　　補助金等                        943,272

　　社会保障給付                        697,417

　　他会計への繰出金                        255,040

　　その他                         39,910

経常収益                        325,167

　使用料及び手数料                        161,403

　その他                        163,764

純経常行政コスト                      5,168,514

臨時損失                         53,866

　災害復旧事業費                         20,170

　資産除売却損                         33,696

　投資損失引当金繰入額                             －

　損失補償等引当金繰入額                             －

　その他                             －

臨時利益                          3,149

　資産売却益                          3,149

　その他                             －

純行政コスト                      5,219,231

一般会計等行政コスト計算書
自 平成31年04月01日

（単位：千円）

一般会計等

至 令和2年03月31日

科目 金額
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17,584,628 △4,711,73212,872,896前年度末純資産残高

△5,219,231△5,219,231　純行政コスト（△）

4,696,6574,696,657　財源

3,418,5323,418,532　　税収等

1,278,1251,278,125　　国県等補助金

△522,574△522,574　本年度差額

△451,815 451,815　固定資産等の変動（内部変動）

166,215 △166,215　　有形固定資産等の増加

△523,083 523,083　　有形固定資産等の減少

341,558 △341,558　　貸付金・基金等の増加

△436,505 436,505　　貸付金・基金等の減少

－－　資産評価差額

29,57029,570　無償所管替等

△622,226 －△622,226　その他

△1,044,471 △70,759△1,115,230　本年度純資産変動額

16,540,157 △4,782,49111,757,666本年度末純資産残高

（単位：千円）

科目
固定資産等形成分 余剰分（不足分）合計

一般会計等純資産変動計算書
自 平成31年04月01日

一般会計等

至 令和2年03月31日
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【業務活動収支】                             －

　業務支出                      5,083,353

　　業務費用支出                      3,147,713

　　　人件費支出                      1,055,002

　　　物件費等支出                      1,999,187

　　　支払利息支出                         34,067

　　　その他の支出                         59,456

　　移転費用支出                      1,935,639

　　　補助金等支出                        943,272

　　　社会保障給付支出                        697,417

　　　他会計への繰出支出                        255,040

　　　その他の支出                         39,910

　業務収入                      4,979,800

　　税収等収入                      3,433,684

　　国県等補助金収入                      1,221,665

　　使用料及び手数料収入                        160,691

　　その他の収入                        163,760

　臨時支出                         20,170

　　災害復旧事業費支出                         20,170

　　その他の支出                             －

　臨時収入                         56,460

業務活動収支                       △67,263

【投資活動収支】                             －

　投資活動支出                        231,784

　　公共施設等整備費支出                         86,483

　　基金積立金支出                        144,046

　　投資及び出資金支出                             －

　　貸付金支出                          1,254

　　その他の支出                             －

　投資活動収入                        241,755

　　国県等補助金収入                             －

　　基金取崩収入                        232,370

　　貸付金元金回収収入                          3,974

　　資産売却収入                          5,411

　　その他の収入                             －

投資活動収支                          9,971

【財務活動収支】                             －

　財務活動支出                        507,012

　　地方債償還支出                        507,012

　　その他の支出                             －

　財務活動収入                        619,168

　　地方債発行収入                        619,168

　　その他の収入                             －

一般会計等資金収支計算書
自 平成31年04月01日

（単位：千円）

一般会計等

至 令和2年03月31日

科目 金額
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財務活動収支                        112,156

本年度資金収支額                         54,865

前年度末資金残高                        330,512

本年度末資金残高                        385,376

前年度末歳計外現金残高                         30,526

本年度歳計外現金増減額                             －

本年度末歳計外現金残高                         30,526

本年度末現金預金残高                        415,903

一般会計等資金収支計算書
自 平成31年04月01日

（単位：千円）

一般会計等

至 令和2年03月31日

科目 金額
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一般会計等財務書類における注記 
 
１ 重要な会計方針 
（１）有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法 

①有形固定資産・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・取得原価 
ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 
ア 取得原価が判明しているもの・・・・・・・・・・・取得原価 
イ 取得原価が判明していないもの・・・・・・・・・・再調達価格 
ただし、 

②無形固定資産・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・取得原価 
ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

ア 取得原価が判明しているもの・・・・・・・・・・・・取得原価 
イ 取得原価が判明していないもの・・・・・・・・・・・再調達価格 

 
（２）有価証券及び出資金の評価基準及び評価方法 

①満期保有目的有価証券・・・・・・・・・・・・・・・・償却原価法（定額法） 
②満期保有目的以外の有価証券 
ア 市場価格のあるもの・・・・・・・・・・・・・・・会計年度末における市場価格 
イ 市場価格のないもの・・・・・・・・・・・・・・・取得原価 

③出資金 
ア 市場価格のあるもの・・・・・・・・・・・・・・・会計年度末における市場価格 
イ 市場価格のないもの・・・・・・・・・・・・・・・出資金額 

 
（３）有形固定資産等の減価償却の方法 

①有形固定資産（リース資産は除く）・・・・・定額法 
②無形固定資産（リース資産は除く）・・・・・定額法 
③リース資産 
ア 所有移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

・・・・・自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法 
イ 所有移転以外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

・・・・・リース期間を耐用年数とし、残存価値をゼロとする定額法 
 
（４）引当金の計上基準及び算定方法 

①投資損失引当金 
 市場価格のない投資及び出資金のうち、連結対象団体（会計）に対するものについて、実質
価額が著しく低下した場合における実質価額と取得価額との差額を計上しています。 

②徴収不能引当金 
 未収金や貸付金等の金銭債権に対する将来の取立不能見込額（不納欠損額）を見積もったも
の。（長期延滞債権分） 
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③退職手当引当金 
 本町では退職手当組合に加入しており、退職手当引当金を計上していません。 

④損失補償等引当金 
 履行すべき額が確定してない損失補償債務等のうち、地方公共団体の財政の健全化に関する
法律に規定する将来負担比率の算定に含めた将来負担額を計上しています。 

⑤賞与等引当金 
 翌年度６月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらにかかる法定福利費相当額の見込
額について、それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上しています。 

 
（５）リース取引の処理方法 

①ファイナンス・リース取引 
 通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

②オペレーティング・リース取引 
 通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

 
（６）資金収支計算書における資金の範囲 

 現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物。尚、現金及び現金同等物には、出納整理期
間における取引により発生する資金の受払いを含んでいます。 

 
（７）その他財務書類作成のための基本となる重要な事項 

 償却資産について、耐用年数を経過した後においても存する場合は、原則として備忘価額１円
を計上しています。ただし、無形固定資産については、備忘価額は計上していません。 

 
 
２ 重要な会計方針の変更等 

重要な会計方針の変更はありません。 
 
 
３ 重要な後発事象 

翌年度以降の財務状況等に影響を及ぼす後発事象については、該当ありません。 
 
 
４ 偶発債務 

係争中の訴訟等で損害賠償等の請求を受けているものについては、該当ありません。 
 

 
５ 追加情報 
（１）財務書類の内容を理解するために必要と認められる事項 

①対象範囲（会計） 
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一般会計 
住宅改修資金貸付事業特別会計 

②地方自治法第２３５条の５に基づき出納整理期間が設けられている会計においては、出納整理
期間における現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数としています。 

③地方公共団体の財政の健全化に関する法律における健全化判断比率の状況は、次の通りです。 
実質赤字比率     － 
連結実質赤字比率   － 
実質公債費比率   3.6％ 
将来負担比率     － 

④繰越事業に係る将来の支出予定額  1,885,766 千円 
 

（２）貸借対照表に係る事項 
①地方交付税措置のある地方債のうち、将来の普通交付税の算定基礎である基準財政需要額に含
まれることが見込まれる金額   3,205,883 千円 

②地方公共団体の財政の健全化に関する法律における将来負担比率の算定要素は、次のとおりで
す。 
標準財政規模                     3,099,158 千円 
元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額   322,998 千円 
将来負担額                      6,501,754 千円 
充当可能基金額                    4,018,628 千円 
特定財源見込額                     121,618 千円 
地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額     3,627,938 千円 
 

（３）資金収支計算書に係る事項 
①既存の決算情報との関連性 
                                     （千円） 

 歳入 歳出 
歳入歳出決算書 一般会計 6,221,313 5,835,937 

住宅改修資金貸付事業特別会計 6,382 6,382 
合    計 6,227,695 5,842,319 

②一時借入金 
資金収支計算書上、一時借入金の増減額は含まれません。尚、一時借入金の限度額及び利子

額は次のとおりです。 
一時借入金の限度額    500,000 千円 
一時借入金に係る利子額     0 千円 
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一般会計等
【様式第５号】

附属明細書

（１）資産項目の明細
①有形固定資産の明細 (単位：千円)

本年度末残高 本年度末 差引本年度末残高

区分 前年度末残高 本年度増加額 本年度減少額 （A）+（B）-（C） 減価償却累計額 本年度償却額 （D）-（E）

（A） （B） （C） （D） （E） （F） （G）

事業用資産 20,323,171 142,104 261,586 20,203,689 9,246,346 281,313 10,957,343

　土地 6,766,361 15,241 2,269 6,779,333 0 0 6,779,333

　建物 11,992,279 126,863 174,693 11,944,449 7,996,548 245,940 3,947,901

　その他 1,564,531 0 84,624 1,479,907 1,249,798 35,373 230,109

インフラ資産 3,517,594 67,799 0 3,585,393 2,583,566 89,260 1,001,827

　土地 274,285 0 0 274,285 0 0 274,285

　工作物 3,243,310 67,799 0 3,311,109 2,583,566 89,260 727,542

物品 730,005 18,684 0 748,690 698,362 34,783 50,328

　物品 730,005 18,684 0 748,690 698,362 34,783 50,328

合計 24,570,771 228,587 261,586 24,537,772 12,528,274 405,357 12,009,498

１．貸借対照表の内容に関する明細
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一般会計等
【様式第５号】

附属明細書

（１）資産項目の明細
②有形固定資産の行政目的別明細 (単位：千円)

区分
生活インフラ・


国土保全
教育 福祉 環境衛生 産業振興 消防・警察 総務 合計

事業用資産 1,667,983 1,579,878 204,768 1,259 399,790 85,325 7,018,339 10,957,343

　土地 52,325 0 0 0 0 0 6,727,008 6,779,333

　建物 1,570,361 1,531,185 179,378 1,259 399,790 2,788 263,140 3,947,901

　その他 45,297 48,693 25,390 0 0 82,537 28,192 230,109

インフラ資産 1,001,827 0 0 0 0 0 0 1,001,827

　土地 274,285 0 0 0 0 0 0 274,285

　工作物 727,542 0 0 0 0 0 0 727,542

物品 4,664 4,423 642 0 9,881 15,004 15,714 50,328

　物品 4,664 4,423 642 0 9,881 15,004 15,714 50,328

合計 2,674,475 1,584,301 205,409 1,259 409,671 100,329 7,034,054 12,009,498

１．貸借対照表の内容に関する明細
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３．純資産変動計算書の内容に関する明細

（１）財源の明細 (単位：千円)
会計 区分 金額

一般会計等 税収等 3,418,532

3,418,532

国県等補助金 資本的

 1,278,125

補助金 小計 1,278,125

経常的

 0

補助金 小計 0

1,278,125

4,696,657

財源の内容

小計

小計

合計
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一般会計等

（２）財源情報の明細 (単位：千円)

国県等補助金 地方債 税収等 その他

純行政コスト △5,219,231 △5,219,231 0 0 0

有形固定資産等の増加 0 0 0 0 0

貸付金・基金等の増加 0 0 0 0 0

その他 △622,226 △622,226 0 0 0

合計 △5,841,457 △5,841,457 0 0 0

区分 金額
内訳
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【資産の部】                  － 【負債の部】                  －

　固定資産          17,250,160 　固定負債           6,184,070

　　有形固定資産          14,583,052 　　地方債等           5,556,271

　　　事業用資産          11,561,727 　　長期未払金                  －

　　　　土地           6,779,333 　　退職手当引当金                  －

　　　　立木竹                  － 　　損失補償等引当金                  －

　　　　建物          11,944,449 　　その他             627,799

　　　　建物減価償却累計額         △7,996,548 　流動負債           1,509,335

　　　　工作物                  － 　　1年内償還予定地方債等             371,200

　　　　工作物減価償却累計額                  － 　　未払金               4,265

　　　　船舶                  － 　　未払費用                  －

　　　　船舶減価償却累計額                  － 　　前受金             714,215

　　　　浮標等                  － 　　前受収益                  －

　　　　浮標等減価償却累計額                  － 　　賞与等引当金              69,275

　　　　航空機                  － 　　預り金               2,727

　　　　航空機減価償却累計額                  － 　　その他             347,653

　　　　その他           2,421,268 負債合計           7,693,405

　　　　その他減価償却累計額         △1,586,776 【純資産の部】                  －

　　　　建設仮勘定                  － 　固定資産等形成分          18,552,551

　　　インフラ資産           2,970,421 　余剰分（不足分）         △6,894,073

　　　　土地             365,417 　他団体出資等分                  －

　　　　建物              82,157

　　　　建物減価償却累計額            △22,643

　　　　工作物           6,550,822

　　　　工作物減価償却累計額         △4,005,332

　　　　その他                  －

　　　　その他減価償却累計額                  －

　　　　建設仮勘定                  －

　　　物品             752,362

　　　物品減価償却累計額           △701,457

　　無形固定資産               4,112

　　　ソフトウェア               4,073

　　　その他                  39

　　投資その他の資産           2,662,996

　　　投資及び出資金              25,720

　　　　有価証券                  －

　　　　出資金             651,760

　　　　その他           △626,040

　　　投資損失引当金                  －

　　　長期延滞債権              43,210

　　　長期貸付金           △180,176

　　　基金           2,776,314

（単位：千円）

科目 金額

全体貸借対照表
（令和2年03月31日 現在）

全体

科目 金額
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　　　　減債基金             423,167

　　　　その他           2,353,147

　　　その他                  －

　　　徴収不能引当金             △2,073

　流動資産           2,101,724

　　現金預金             727,733

　　未収金              64,403

　　短期貸付金               2,297

　　基金           1,300,095

　　　財政調整基金           1,160,492

　　　減債基金             139,603

　　棚卸資産                  －

　　その他               7,196

　　徴収不能引当金                  －

　繰延資産                  － 純資産合計          11,658,478

資産合計          19,351,883 負債及び純資産合計          19,351,883

（単位：千円）

科目 金額

全体貸借対照表
（令和2年03月31日 現在）

全体

科目 金額
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経常費用                      7,110,631

　業務費用                      4,044,573

　　人件費                      1,074,168

　　　職員給与費                        930,003

　　　賞与等引当金繰入額                         69,275

　　　退職手当引当金繰入額                             －

　　　その他                         74,890

　　物件費等                      2,693,431

　　　物件費                      1,434,659

　　　維持補修費                        744,190

　　　減価償却費                        514,582

　　　その他                             －

　　その他の業務費用                        276,974

　　　支払利息                         59,321

　　　徴収不能引当金繰入額                          2,073

　　　その他                        215,581

　移転費用                      3,066,058

　　補助金等                      2,327,110

　　社会保障給付                        697,417

　　他会計への繰出金                             －

　　その他                         41,531

経常収益                        541,894

　使用料及び手数料                        349,411

　その他                        192,483

純経常行政コスト                      6,568,737

臨時損失                         53,866

　災害復旧事業費                         20,170

　資産除売却損                         33,696

　投資損失引当金繰入額                             －

　損失補償等引当金繰入額                             －

　その他                             －

臨時利益                          3,149

　資産売却益                          3,149

　その他                             －

純行政コスト                      6,619,454

全体行政コスト計算書
自 平成31年04月01日

（単位：千円）

全体

至 令和2年03月31日

科目 金額
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19,603,872 △6,121,79713,473,921前年度末純資産残高 －

△6,619,454△6,619,454　純行政コスト（△） －

6,097,6226,097,622　財源 －

3,881,0903,881,090　　税収等 －

2,216,5322,216,532　　国県等補助金 －

△521,832△521,832　本年度差額 －

△458,665 458,665　固定資産等の変動（内部変動） －

240,278 △240,278　　有形固定資産等の増加 －

△631,196 631,196　　有形固定資産等の減少 －

378,307 △378,307　　貸付金・基金等の増加 －

△446,054 446,054　　貸付金・基金等の減少 －

－－　資産評価差額

29,57029,570　無償所管替等

－　他団体出資等分の増加 －

－　他団体出資等分の減少 －

△622,226 △700,956△1,323,182　その他

△1,051,320 △764,123△1,815,443　本年度純資産変動額 －

18,552,551 △6,894,07311,658,478本年度末純資産残高 －

（単位：千円）

科目
固定資産等形成分 余剰分（不足分）合計

全体純資産変動計算書
自 平成31年04月01日

全体

至 令和2年03月31日

他団体出資等分
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【業務活動収支】                             －

　業務支出                      6,445,636

　　業務費用支出                      3,379,577

　　　人件費支出                      1,073,342

　　　物件費等支出                      2,178,849

　　　支払利息支出                         48,331

　　　その他の支出                         79,055

　　移転費用支出                      3,066,058

　　　補助金等支出                      2,327,110

　　　社会保障給付支出                        697,417

　　　他会計への繰出支出                             －

　　　その他の支出                         41,531

　業務収入                      6,381,148

　　税収等収入                      3,896,715

　　国県等補助金収入                      2,160,072

　　使用料及び手数料収入                        160,691

　　その他の収入                        163,669

　臨時支出                         20,170

　　災害復旧事業費支出                         20,170

　　その他の支出                             －

　臨時収入                         56,460

業務活動収支                       △28,198

【投資活動収支】                             －

　投資活動支出                        307,335

　　公共施設等整備費支出                        158,269

　　基金積立金支出                        147,812

　　投資及び出資金支出                             －

　　貸付金支出                          1,254

　　その他の支出                             －

　投資活動収入                        241,755

　　国県等補助金収入                             －

　　基金取崩収入                        232,370

　　貸付金元金回収収入                          3,974

　　資産売却収入                          5,411

　　その他の収入                             －

投資活動収支                       △65,580

【財務活動収支】                             －

　財務活動支出                        573,908

　　地方債等償還支出                        573,908

　　その他の支出                             －

　財務活動収入                        646,768

　　地方債等発行収入                        646,768

　　その他の収入                             －

全体資金収支計算書
自 平成31年04月01日

（単位：千円）

全体

至 令和2年03月31日

科目 金額
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財務活動収支                         72,860

本年度資金収支額                       △20,917

前年度末資金残高                        718,124

本年度末資金残高                        697,207

前年度末歳計外現金残高                         30,526

本年度歳計外現金増減額                             －

本年度末歳計外現金残高                         30,526

本年度末現金預金残高                        727,733

全体資金収支計算書
自 平成31年04月01日

（単位：千円）

全体

至 令和2年03月31日

科目 金額
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